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  農林水産業は生物多様性の保全の場を提供しているにもかかわらず、その役割は時として

見過ごされてきた。その主たる理由は生物多様性から得られる社会的な便益が十分に認知さ

れず、市場に反映されていないことによるものである。このことは農林水産業の発展と生物

多様性保全の両立を阻害している可能性がある。 

  以下で紹介する一連の研究は、経済学、行動科学、マーケティング科学を応用し、農地や

森林、沿岸等の自然生態系等を対象に生物多様性の保全価値を可視化することで一次産業等

と生物多様性保全のシナジー・トレードオフを明らかにしたものである。また、一連の研究

ではビッグデータや社会実験等、人々の行動を直接分析することで、実際に人々の行動を促

進する仕組みの確立に貢献してきた。以下に代表的な研究テーマを 2 つ紹介する。 

 

生物多様性保全に関する社会的便益・価格プレミアムを可視化 

  生物多様性保全や健全な生態系の維持管理に関わる便益はその多くが市場に顕示されな

い。我々は環境評価手法を応用し、農地から森林、沿岸に至るまで様々な生態系から得られ

る便益を定量的に明らかにしてきた（e.g., Kubo & Shoji 2014, Kubo et al. 2016, Kubo et al. 

2019, Kubo et al. 2020, Mameno & Kubo 2023）。 

  例えば Kubo et al. 2019 では奄美大島における絶滅危惧種アマミノクロウサギの観察ツアー

を事例に、環境評価手法とリスク分野で発展してきた期待効用理論を統合することで、「ウ

サギが観察できないリスク（ウサギに会える確率）」がどの程度、観光客のツアー参加に影

響するのかを明らかにした。また、人々がツアーに参加するか否かはウサギに会える確率に

応じた、ツアーの「料金」と「ウサギに会えなかった時の返金率」によって決定されること

を示した。この結果は、例えば、ウサギに会える確率が 10％から 90％に増加した場合に

は、ガイド事業者が得られる期待収入は 20 倍に増加することを示している（図 1）。 

  このことは、ガイド事業

者は適切なツアー代金と返

金率を選定することで、保

全の成功をガイド収入に直

接繋げられることを示唆し

ており、ガイド事業者が保

全活動に参加する意義（イ

ンセンティブ）を定量化す

るものである。 



  また近年我々は携帯電話から得られる位置情報ビッグデータを環境評価手法に統合する新

たな手法開発にも取り組んでいる。これにより我々は環境評価手法で長年懸念されていたア

ンケート調査により生じうるバイアスの緩和を実現し、客観的な基準に沿って、より高い空

間/時間解像度で生態系サービス（環境から得られる便益）を金銭的に評価することを実現

した（e.g., Kubo et al. 2020, Mameno et al. 2024）。 

  例えば、Kubo et al.(2020)では全国の砂浜におけるレクリエーション価値を評価し、気候変

動による海面上昇の影響を踏まえた砂浜のレクリエーション価値の変化を予測した。本アプ

ローチにより全国 202 地点の砂浜の価値を同時に推定することが可能になったほか、気候変

動に伴う海面上昇で失われる砂浜レクリエーションの価値は、海面上昇によって失われる物

理的な砂浜面積よりも、減少率が大きくなることが示唆された。このことは自然環境の予測

のみに基づいた気候変動の影響評価では、社会における影響を過小評価している可能性を示

している。また、レクリエーション価値の高い南日本の砂浜が将来の価値を失う傾向にある

一方、北日本の砂浜は将来も価値を保つ傾向にあることも示された。砂浜の価値は現在と将

来で変化する可能性があり、砂浜保全の優先順位を検討する際に、将来の価値も考慮するこ

とが必要であろう。 

 

図 2. 気候変動下でも残るレクリエーション価値の割合 

  



生態系の管理予算を効果的に収集する仕組みを解明 

  昨今の急速な生態系の劣化は一刻も早い管理予算の充実を必要としている。一次産業従事

者の減少・高齢化に直面する昨今、同従事者に依拠する生態系管理から脱却し、生物多様性

保全の便益を享受している市民にも保全費用を負担してもらう仕組みの構築が求められてい

る。 

  我々はクラウドファンディングや社会実験を通じて実際の人々の支払い行動データを収集

し、呼びかけ方法や募金プラットフォームを変えることで、どのようにすれば効果的に寄付

を獲得できるのか、明らかしてきた（Kubo et al. 2018, Kubo et al. 2021, Kubo et al. 2023）。 

  例えば Kubo et al. (2023)では、日本ナショナル・トラスト協会等と連携し、絶滅危惧種アマ

ミノクロウサギが生息する奄美大島の森を購入するための寄付キャンペーン「アマミノクロ

ウサギトラスト 2020」を実施し、呼びかけ方法や募金プラットフォームを変えることで、

どのようにすれば効果的に寄付を獲得できるのか検討を行った。分析の結果、寄付を呼びか

ける際、現在集まっている金額を提示する Seed money の情報提供は比較群（Simple）よりも

寄付者数が増加した一方、「絶滅危惧種」に焦点を当てた呼びかけ（Ecological）では減少す

ることが示された。 

 

図 3. 郵送実験による結果：左の棒グラフは寄付者数を示し、右の箱ひげ図

は集まった寄付金の範囲を示しており、各点は観測値を表している。 

 

  また、従来の郵送呼びかけにおいては寄付額が費用を上回ったのに対し、オンライン広告

では費用が寄付額を上回っていた。本研究の貢献は多様な主体が協働することで実際に保全

資金の獲得に資する人々の行動変容に関する科学的知見を獲得したことである。生物多様性

の保全に向けた資金不足が課題となる中、今後も多様な主体が有機的に連携することで効果

的に保全活動を推進することが期待される。 



おわりに 

  これまで生物多様性の保全や生態系の維持管理は生物学や生態学等の知見に支えられてき

た。しかし、生物多様性の損失や生態系の劣化は依然として深刻な問題である。効果的に生

物多様性を保全するためには、自然科学の知見に加え、人々の認識や行動を解明し、その科

学的証拠をもって、生物多様性を保全する方向へと人々の認識・行動を変容させる必要があ

る。今後も経済学、行動科学、マーケティング科学等、社会科学の知見を発展させながら、

生物多様性保全に資する学際的研究に取り組み、自然環境の保全と持続的な利用の両立に貢

献したいと考えている。 
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